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変わる建設現場
～生産性向上の取組～

国土交通省 大臣官房技術審議官 池田 豊人

平成２７年９月２日

建設産業の現状と課題
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○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%
と高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成25年と比較し
て55歳以上が約2万人増加、29歳以下が約3万人増加
（平成26年）

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 505万人（H26）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 28万人（H26）

○技能労働者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  341万人（H26）

技能労働者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：約３割が５５歳以上

建設業：２９歳以下は約１割

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設産業の現状と課題（１）
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出典：建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関する調査報告書」（平成19年3月）
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仕事量減少への不安

社会保障等福利の未整備

休日の少なさ

作業環境の厳しさ

仕事のきつさ

収入の低さ

若手・中堅の建設技能労働者が離職する原因

建設産業の現状と課題（２）
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◯ 建設業における労働環境は他産業に比べて厳しく、若手が入職・定着しづらい状況
•休日の取得状況は、約７割の人が４週４休以下で働いている
•死傷事故（千人率）は、製造業と比較して高い水準にあり、近年は横ばい
•事故要因としては、建設機械との接触による事故が多く、墜落と合わせると全体の４割弱
を占める
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建設業における労働災害発生要因

若者等の入職と就業継続
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若者が建設業に就職・定着しない主な理由

【収入・福利面】
◯ 収入の低さ
◯ 社会保険等の未整備

【休日確保や労働環境】
◯ 仕事のきつさ
◯ 休日の少なさ
◯ 作業環境の厳しさ

【働くことへの希望、将来への不安】
◯ 職業イメージの悪さ
◯ 仕事量の減少への不安

建設業の休日について

※ 日建協「時短アンケートの概要」から抜粋

※ 建専連「建設技能労働者の確保に関する調査報告」から
入職しない理由のアンケート結果より
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建設産業の現状と課題（３）
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○直轄事業において多くの人工を要するのは道路改良工事や築堤・護岸工事等。
〇直轄事業において「土工・舗装関連工種」、「現場打ちコンクリート」に要している人工は、全

工種の約40%にあたる。
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直轄事業における工種別人工数（平成24年度）

機械土工・舗装関連工種 現場打ちコンクリート関連工種
工場製作・運搬・据付等 土砂等運搬関連工種
地盤改良関連工 橋梁架設関連工種
仮設関連工種 NATM本体工・諸設備関係
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直轄事業における工種別人工数（H24）
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土工において人手を要する作業

丁張り※

品質・出来形管理

目標：直轄工事において、多くの人工を要している土工及び現場打ちコンクリート工の作業
プロセス全体の見直しを行い、建設労働者ひとりひとりの生産性を向上させるための
取り組みを実施。

コンクリート工において人手を要する作業

生コン打設

足場設置

○土工や現場打ちコンクリート工の施工現場では、丁張りや足場の設置などに多くの人手を
要している。

※工事を着手する前に、
盛土の高さ等を示す目
印の杭を設置する作業

土工、現場打ちコンクリート工において人手を要する作業

○公共工事の月毎工事量（金額ベース）の最大値と最小値の幅は約２倍であり、工事量の偏りが激しい。

○第１四半期（4-6月）に工事量（金額ベース）が少なく、下半期（10-3月）は多い。

○公共工事における死亡者数は、 4月から漸次増加し、工事が多い下半期に多く発生する。

○工事量の偏りが激しいことにより、技術者・技能者の遊休化等が発生。

8

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

４
月

７
月

１
０

月

１
月

４
月

７
月

１
０

月

１
月

４
月

７
月

１
０

月

１
月

４
月

７
月

１
０

月

１
月

４
月

７
月

１
０

月

１
月

４
月

７
月

民 間

公 共

建設総合統計 出来高ベース（全国）
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民間工事

公共工事

＜公共工事＞
幅 約2倍※

※各年度平均

＜民間工事＞
幅 約1.3倍※

公共工事における月別の労働
災害（死亡災害）発生状況

（H20～25の平均）
（件）

閑散期（第１四半期）の各月に遊休化して
いる技能者は約５０～６０万人※※ （推計）

※ ※ おしなべて技能者が作業不能日数（土日・祝日、雨天等）以外を働く（約17日／各月）として、工事費当たりの人工（人・日）
の標準的なものから推計
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国土交通省における生産性向上の取組
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○ 土木工事において、大規模トンネル、ダムなどについては、1970年代と比較して、月当た
り施工量が約10倍に向上している。

■ トンネル工事における生産性向上

山岳トンネルにおける月平均掘進量は、
TBM工法等の新工法の導入等により約10
倍に向上

■ ダム工事における生産性向上

重力式ダムにおける堤体コンクリートの
月平均打設量は約10倍に向上
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土木工事における施工の効率化事例

 建設機械に3次元設計データを搭載し、自動制御や運転支援により施工性を向上させる『情報化施工』を推進
 平成20年度より、情報化施工の指定発注や工事成績加点等の活用推進により、活用実績は年々増加

 さらなる生産性向上のため、新たな情報化施工に適した管理要領の整備、前後工程を含めた全体システム最適化
を目指す

■ 情報化施工の概要 （イメージ・写真）
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不要
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工
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工

施
工
フ
ロ
ー 不要

丁張り不要

自動制御 高精度 チェック不要

排土版を測定

目視で確認

排土板を操作
（熟練技術が必要）

繰り返し
作業

■ 情報化施工の効果

TS･GNSS締固め管理技術 MG/MCバックホウ技術

３次元設計デー
タに基づき、法面
を自動施工

作
業

時
間

非熟練者 熟練者

［効果分析］ （マシンコントロール・ブルドーザの一事例）

従来手法 情報化施工 従来手法 情報化施工

2/3
3/4

GNSS等の位置情
報より、締固め回
数を管理

■丁張りの設置
■敷き均し作業
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不要 不要

情報化施工の概要

今後の生産性向上の取組
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現場打ちコンクリートにおいて、
○機械式定着工法の活用により、鉄筋組立の作業短縮
○高流動コンクリートの活用により、生コン打設（バイブレータ）の作業軽減
○残存型枠の活用により、足場設置、脱型不要

短縮 一部不要

生
コ
ン
打
設

一部不要

残存型枠
（型枠設置・脱型が不要） 機械式定着工法 13

足場設置 鉄筋組立 型枠設置 生コン打設 養生 脱型

せん断補強筋の鉄筋をつなぐための
重ね継手が必要

せん断補強筋の重ね継手が不要

鉄筋側壁図の例

コンクリート構造物の生産性向上の効果（現場打ちの場合）
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工場製作

・監督・検査項目：５～６項目
・工事書類：最少３種類

○工場製作のため、現場工期半減
○検査・確認事項：約80％削減（26項目→５～６項目）
○工事書類：最大70％削減（約11種類→約３種類）

搬

入

・現場作業：３日
・現場全体工期：３７日（工場製作期間：３０日）
（現場では他の工種（桁下の舗装工事）を実施）

・現場全体工期：７２日（桁下の舗装工事を含む）（現場作業：５５日）

完

成

現場全体工期：半減（３５日短縮）

・監督・検査項目：２６項目
・工事書類：１１種類

脱

型

生
コ
ン
打
設

検

査

事業概要：橋梁上部工事
橋梁：１橋、橋長：２５ｍ、直接工事費：約900万円

・監督・検査項目：約８割削減
・工事書類：最大７割削減

検

査

工場製作（イメージ） 搬入 据え付け 連結 14

足場設置 鉄筋組立 型枠設置 工事書類生コン打設 養生 脱型

コンクリート構造物の生産性向上の効果（プレキャストの場合）

下記の取組を推進し、公共工事の月毎工事量（金額ベース）の最大値と最小値の幅を現
況の約２倍から民間工事並の約１.３倍とする。

○工事・業務における柔軟な国債・翌債の活用・運用

○余裕期間の設定等による工事着手時期の柔軟な運用

○工期の標準化、クリティカルパスの共有化等、計画的な事業の進捗管理
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繁忙時期を削減

閑散期の活用

発注工事量の調整を実施 民間工事並の幅を目指す

発注工事件数イメージ 出来高ベース工事量イメージ

施工時期の平準化に向けた取組み


